
（単位：千円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 43,539,229 固定負債 7,529,621

有形固定資産 38,975,810 地方債 6,079,341

事業用資産 13,553,927 長期未払金 -

土地 1,040,428 退職手当引当金 1,020,345

立木竹 8,147,481 損失補償等引当金 -

建物 10,092,584 その他 429,935

建物減価償却累計額 △6,023,478 流動負債 737,084

工作物 674,252 1年内償還予定地方債 657,004

工作物減価償却累計額 △377,340 未払金 -

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 64,419

航空機 - 預り金 12,840

航空機減価償却累計額 - その他 2,821

その他 - 8,266,705

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 - 固定資産等形成分 45,264,792

インフラ資産 25,161,059 余剰分（不足分） △7,685,926

土地 4,358

建物 -

建物減価償却累計額 -

工作物 80,591,605

工作物減価償却累計額 △55,563,976

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 129,072

物品 1,366,033

物品減価償却累計額 △1,105,209

無形固定資産 9,316

ソフトウェア 9,316

その他 -

投資その他の資産 4,554,103

投資及び出資金 124,272

有価証券 103

出資金 124,169

その他 -

投資損失引当金 △53,813

長期延滞債権 39,059

長期貸付金 37,220

基金 4,407,757

減債基金 582,937

その他 3,824,820

その他 -

徴収不能引当金 △392

流動資産 2,306,342

現金預金 576,860

未収金 3,929

短期貸付金 1,680

基金 1,723,883

財政調整基金 1,573,883

減債基金 150,000

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △10 37,578,866

45,845,571 45,845,571

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表
（平成31年３月31日現在）

科目 科目

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



（単位：千円）

金額

経常費用 5,751,315

業務費用 4,142,739

人件費 892,074

職員給与費 779,959

賞与等引当金繰入額 64,419

退職手当引当金繰入額 -

その他 47,696

物件費等 3,200,346

物件費 1,144,673

維持補修費 614,224

減価償却費 1,441,449

その他 -

その他の業務費用 50,319

支払利息 25,947

徴収不能引当金繰入額 388

その他 23,984

移転費用 1,608,576

補助金等 971,482

社会保障給付 273,989

他会計への繰出金 360,470

その他 2,635

経常収益 686,935

使用料及び手数料 102,177

その他 584,758

純経常行政コスト 5,064,380

臨時損失 199,664

災害復旧事業費 162,595

資産除売却損 30,733

投資損失引当金繰入額 6,336

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 4,176

資産売却益 4,176

その他 -

純行政コスト 5,259,868

【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書
自　　平成30年４月１日
至　　平成31年３月31日

科目



（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 39,146,994 46,763,967 △7,616,973

純行政コスト（△） △5,259,868 △5,259,868

財源 4,278,776 4,278,776

税収等 3,454,950 3,454,950

国県等補助金 823,826 823,826

本年度差額 △981,092 △981,092

固定資産等の変動（内部変動） △912,139 912,139

有形固定資産等の増加 634,863 △634,863

有形固定資産等の減少 △1,501,100 1,501,100

貸付金・基金等の増加 310,698 △310,698

貸付金・基金等の減少 △356,600 356,600

資産評価差額 △12 △12

無償所管換等 △587,024 △587,024

その他 - - -

本年度純資産変動額 △1,568,128 △1,499,175 △68,953

本年度末純資産残高 37,578,866 45,264,792 △7,685,926

【様式第３号】

一般会計等純資産変動計算書
自　　平成30年４月１日
至　　平成31年３月31日

科目 合計



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 4,301,381

業務費用支出 2,692,805
人件費支出 884,198
物件費等支出 1,758,897
支払利息支出 25,947
その他の支出 23,763

移転費用支出 1,608,576
補助金等支出 971,482
社会保障給付支出 273,989
他会計への繰出支出 360,470
その他の支出 2,635

業務収入 4,550,502
税収等収入 3,454,821
国県等補助金収入 449,467
使用料及び手数料収入 102,229
その他の収入 543,985

臨時支出 162,595
災害復旧事業費支出 162,595
その他の支出 -

臨時収入 77,899
業務活動収支 164,425
【投資活動収支】

投資活動支出 889,846
公共施設等整備費支出 634,863
基金積立金支出 182,283
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 72,700
その他の支出 -

投資活動収入 624,887
国県等補助金収入 296,461
基金取崩収入 219,497
貸付金元金回収収入 75,835
資産売却収入 33,094
その他の収入 -

投資活動収支 △264,959
【財務活動収支】

財務活動支出 662,742
地方債償還支出 659,922
その他の支出 2,820

財務活動収入 561,755
地方債発行収入 561,755
その他の収入 -

財務活動収支 △100,987
△201,521
340,541
139,020

前年度末歳計外現金残高 436,521
本年度歳計外現金増減額 1,319
本年度末歳計外現金残高 437,840
本年度末現金預金残高 576,860

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書
自　　平成30年４月１日
至　　平成31年３月31日

科目 金額



①有形固定資産の明細 （単位：円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A）＋（B）－（C）

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E）
本年度償却額

（F）

差引本年度末残高
（D）－（E）

（G）

19,469,224,573 902,906,361 417,385,606 19,954,745,328 6,400,818,552 213,323,517 13,553,926,776

1,040,428,091 - - 1,040,428,091 - - 1,040,428,091

8,207,131,576 - 59,650,606 8,147,480,970 - - 8,147,480,970

9,928,437,010 521,882,485 357,735,000 10,092,584,495 6,023,478,006 197,410,621 4,069,106,489

293,227,896 381,023,876 - 674,251,772 377,340,546 15,912,896 296,911,226

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

80,220,874,900 644,532,539 140,372,240 80,725,035,199 55,563,976,066 1,181,038,494 25,161,059,133

2,314,435 2,043,630 - 4,358,065 - - 4,358,065

- - - - - - -

80,088,568,105 516,170,909 13,133,880 80,591,605,134 55,563,976,066 1,181,038,494 25,027,629,068

- - - - - - -

129,992,360 126,318,000 127,238,360 129,072,000 - - 129,072,000

1,274,045,233 91,987,727 - 1,366,032,960 1,105,209,260 40,127,032 260,823,700

100,964,144,706 1,639,426,627 557,757,846 102,045,813,487 63,070,003,878 1,434,489,043 38,975,809,609

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

601,305,734 2,935,371,409 596,722,914 27,900,657 9,281,665,548 26,541,965 84,418,549 13,553,926,776

227,754,435 307,756,075 43,817,513 21,816 449,463,191 753,494 10,861,567 1,040,428,091

1,074,000 - - - 8,146,406,970 - - 8,147,480,970

353,426,521 2,444,242,530 545,676,024 27,878,841 664,231,083 - 33,651,490 4,069,106,489

19,050,778 183,372,804 7,229,377 - 21,564,304 25,788,471 39,905,492 296,911,226

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

6,334,727,389 7,007,578 - 44,711,029 18,774,613,136 - 1 25,161,059,133

4,357,527 538 - - - - - 4,358,065

- - - - - - - -

6,201,297,862 7,007,040 - 44,711,029 18,774,613,136 - 1 25,027,629,068

- - - - - - - -

129,072,000 - - - - - - 129,072,000

4,594,502 79,322,520 8,822,506 72,299,951 75,392,133 5,661,327 14,730,761 260,823,700

6,940,627,625 3,021,701,507 605,545,420 144,911,637 28,131,670,817 32,203,292 99,149,311 38,975,809,609合計

 物品

　　建設仮勘定

　　その他

　　工作物

　　建物

　　土地

 インフラ資産

　　建設仮勘定

　　その他

　　航空機

　　浮標等

　　船舶

　　工作物

　　建物

　　立木竹

　　土地

合計

 事業用資産

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計

 物品

　　建設仮勘定

　　その他

　　工作物

　　建物

　　土地

 インフラ資産

　　建設仮勘定

　　その他

　　航空機

　　浮標等

　　船舶

　　工作物

　　建物

　　立木竹

　  土地

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

 事業用資産

区分



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B）

（C）
取得単価

（D）

取得原価
（A）×（D）

（E）

評価差額
（C）－（E）

（F）

（参考）財産に関する
調書記載額

㈱みずほホールディングス 600 171 102,600 50 30,000 72,600 30,000

合計 600 171 102,600 50 30,000 72,600 30,000

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A）

資産
（B）

負債
（C）

純資産額
（B）－（C）

（D）
資本金 (注１)

（E）

出資割合（％）
（A）/（E）

（F）

実質価額
（D）×（F）

（G）

投資損失引当金
計上額

（H）

（参考）財産に関する
調書記載額

十津川観光開発㈱ 58,000,000 30,535,394 23,317,243 7,218,151 100,000,000 58.00% 4,186,528 53,813,472 58,000,000

南和広域医療企業団 48,870,000 17,814,410,715 16,697,071,346 1,117,339,369 - 4.89% 54,604,375 - 48,870,000

合計 106,870,000 53,813,472 106,870,000

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：円）

相手先名 出資金額
（A）

資産
（B）

負債
（C）

純資産額
（B）－（C）

（D）
資本金 (注１)

（E）

出資割合（％）
（A）/（E）

（F）

実質価額
（D）×（F）

（G）
強制評価減

（H）

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

奈良テレビ放送㈱ 560,000 2,755,632,000 1,670,811,000 1,084,821,000 480,000,000 0.12% 1,265,625 - 560,000 560,000

こまどりケーブル㈱ 650,000 2,063,358,000 1,121,685,000 941,673,000 90,000,000 0.72% 6,800,972 - 650,000 650,000

奈良県信用保証協会 2,041,500 249,744,448,688 221,236,333,003 28,508,115,685 - 0.01% 2,950,732 - 2,041,500 2,041,500

十津川村森林組合 10,000,000 457,073,999 191,540,530 265,533,469 - 21.82% 57,936,260 - 10,000,000 10,000,000

十津川村木材協同組合 2,000,000 119,503,046 51,446,695 68,056,351 - 19.57% 13,318,268 - 2,000,000 2,000,000

奈良県農業信用基金協会 920,000 67,552,359,982 64,887,302,867 2,665,057,115 - 0.04% 1,155,515 - 920,000 920,000

（社）奈良県畜産会
（衛生指導事業）

28,000 16,080,000 16,080,000 - - 0.17% - - 28,000 28,000

（社）奈良県畜産会
（肉用子牛事業）

100,000 112,044,748 112,044,748 - - 0.17% - - 100,000 100,000

（公財）奈良県食肉公社 400,000 3,540,713,336 217,515,277 3,323,198,059 - 0.03% 1,129,379 - 400,000 400,000

地方公共団体金融機構 600,000 24,589,199,000,000 24,294,008,000,000 295,191,000,000 - 0.00% 10,668,269 - 600,000 600,000

合計 17,299,500 - 17,299,500 17,299,500

(注１) 株式会社以外の法人については、記載を省略しております。



④基金の明細 （単位：円）

財政調整基金 1,573,883,695 - - - 1,573,883,695 1,573,883,695

減債基金 732,936,855 - - - 732,936,855 732,936,855

災害対策基金 193,566,517 - - - 193,566,517 193,566,517

奨学基金 10,000,000 - - - 10,000,000 10,000,000

漁業基金 41,399,743 - - - 41,399,743 41,399,743

ふるさと基金 328,892,746 - - - 328,892,746 328,892,746

中山間ふるさと水と土保全
基金

10,000,000 - - - 10,000,000 10,000,000

林業振興基金 317,322,025 - - - 317,322,025 317,322,025

公共施設整備基金 406,926,301 - - - 406,926,301 406,926,301

福祉基金 158,677,324 - - - 158,677,324 158,677,324

土地開発基金 84,830,754 - - - 84,830,754 84,830,754

国民健康保険高額療養費貸
付基金

3,000,000 - - - 3,000,000 3,000,000

出産費貸付基金 1,000,000 - - - 1,000,000 1,000,000

旧貯木場運営基金（貯木場
等維持管理事業特別会計）

2,269,205,028 - - - 2,269,205,028 2,269,205,028

合計 6,131,640,988 - - - 6,131,640,988 6,131,640,988

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)



⑤貸付金の明細 （単位：円）

貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金
計上額

地方公営事業

- - - - -

一部事務組合・広域連合

- - - - -

地方独立行政法人

- - - - -

地方三公社

- - - - -

第三セクター等

- - - - -

その他の貸付金

　奨学資金貸付金 15,720,000 - 1,680,000 - 17,400,000

　木材加工流通施設運営資金貸付金 21,500,000 - - - 21,500,000

合計 37,220,000 - 1,680,000 - 38,900,000

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金

（参考）
貸付金計



⑥長期延滞債権の明細 （単位：円） ⑦未収金の明細 （単位：円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

第三セクター等 第三セクター等

- - - -

その他の貸付金 その他の貸付金

　奨学資金貸付金 1,665,000 - 　奨学資金貸付金 470,000 -

小計 1,665,000 - 小計 470,000 -

【未収金】 【未収金】

税等未収金 税等未収金

　村民税 923,587 　村民税 189,469

　固定資産税 36,458,215 　固定資産税 3,200,412

　軽自動車税 12,818 　軽自動車税 18,900

その他の未収金 その他の未収金

　分担金及び負担金 - - 　分担金及び負担金 - -

　使用料及び手数料 - - 　使用料及び手数料 49,600 -

小計 37,394,620 391,931 小計 3,458,381 10,379

合計 39,059,620 391,931 合計 3,928,381 10,379

391,931 10,379



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 4,532,430,335 470,465,434 4,383,926,634 147,037,663 - 1,466,038 - - - -

　　一般公共事業 4,700,000 - 4,700,000 - - - - - - -

　　公営住宅建設 23,007,637 3,112,778 - 23,007,637 - - - - - -

　　災害復旧 119,139,605 22,159,200 119,139,605 - - - - - - -

　　教育・福祉施設 77,649,147 57,412,228 76,183,109 - - 1,466,038 - - - -

　　一般単独事業 89,875,307 21,606,609 - 89,875,307 - - - - - -

　　その他 4,218,058,639 366,174,619 4,183,903,920 34,154,719 - - - - - -

【特別分】 2,203,914,805 186,538,790 2,203,914,805 - - - - - - -

　　臨時財政対策債 2,203,914,805 186,538,790 2,203,914,805 - - - - - - -

　　減税補てん債 - - - - - - - - - -

　　退職手当債 - - - - - - - - - -

　　その他 - - - - - - - - - -

合計 6,736,345,140 657,004,224 6,587,841,439 147,037,663 - 1,466,038 - - - -

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関



②地方債（利率別）の明細 （単位：円）

6,736,345,140 6,641,722,481 86,430,020 8,192,639 - - - - 0.31%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：円）

6,736,345,140 657,004,224 662,286,200 703,412,869 705,598,243 692,603,365 2,353,550,400 681,667,621 185,634,092 94,588,126

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：円）

- 

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均
利率

４年超
５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
５年超

10年以内
10年超

15年以内
15年超

20年以内
20年超

３年超
４年以内



⑤引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

徴収不能引当金（固定） 398,861 391,931 398,861 - 391,931

徴収不能引当金（流動） 14,624 - - 4,245 10,379

投資損失引当金 47,477,181 6,336,291 - - 53,813,472

退職手当引当金 1,061,118,000 - - 40,773,000 1,020,345,000

損失補償等引当金 - - - - -

賞与等引当金 56,543,071 64,419,206 56,543,071 - 64,419,206

合計 1,165,551,737 71,147,428 56,941,932 40,777,245 1,138,979,988

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細 （単位：円）

区分 名称 相手先 金額 支出目的

共同飲料水供給施設整備補助 大字小森他 40,532,000
共同飲料水施設の改修、建替え
に対する補助をおこなう

消防用施設等整備事業補助 大字折立他 7,335,000
消防用施設の改修、建替えに対
する補助をおこなう

地区集会所修繕工事補助 大字小山手 2,518,000
集会所の改修、建替えに対する
補助をおこなう

計 50,385,000

奈良県広域消防組合負担金 奈良県広域消防組合 190,175,000

療養給付費負担金 奈良県後期高齢者医療広域連合 63,183,000

伐採奨励事業補助 田中林業他 47,588,000

退職手当組合負担金 奈良県市町村総合事務組合 98,148,125

その他 522,002,859

計 921,096,984

合計 971,481,984

他団体への公共施設等整備補助
金等
(所有外資産分)

その他の補助金等



（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 744,611,797

地方交付税 2,551,228,000

地方譲与税 63,275,000

交付金 91,451,000

分担金及び負担金他 4,383,774

3,454,949,571

国庫支出金 209,541,200

県支出金 86,919,290

計 296,460,490

国庫支出金 359,233,551

県支出金 168,132,510

計 527,366,061

823,826,551

4,278,776,122

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 5,259,868,224 527,366,061 346,755,000 2,943,914,180 1,441,832,983

有形固定資産等の増加 634,862,710 296,460,490 215,000,000 123,402,220 -

貸付金・基金等の増加 310,698,393 - - 310,698,393 -

その他 - - - - -

合計 6,205,429,327 823,826,551 561,755,000 3,378,014,793 1,441,832,983

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額

内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金 -

要求払預金 139,020,368

短期投資 -

合計 139,020,368

４．資金収支計算書の内容に関する明細
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【一般会計等財務書類 注記事項】 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

  イ 昭和60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

 市場価格のあるもの････････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

 ② 出資金 

 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

     建物       1年～50年 

     工作物      10年～75年 

     物品  0年（非償却）～20年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

  ③ リース資産 

 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑷ 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 
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    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率または個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

  ③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額から、奈良県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から

既に本村職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、同組合における積立金

額の運用益のうち本村へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

 ④ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑸ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑹ 資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みます。 

 

⑺ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として

計上しています。 

ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じます。 

 

2 重要な後発事象 

 

⑴  地方財政制度の大幅な改正 

令和元年10月からの自動車取得税の廃止および環境性能割の導入に伴い、10月以降の軽自動車分

については村税となります。影響額は未確定です。 

 

 

 

3 追加情報 
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⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

     貯木場等維持管理事業特別会計 

② 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

   実質赤字比率    △ 3.26 ％ 

   連結実質赤字比率  △ 3.82 ％ 

   実質公債費比率     7.5 ％ 

    将来負担比率      18.5 ％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  381 百万円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額  392 百万円 （繰越明許費） 

  

⑵ 貸借対照表に係る事項 

 ① 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額  6,122 百万円 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は次のとおりです。 

     標準財政規模                    3,216 百万円 

     元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  617 百万円 

     将来負担額                     9,668 百万円 

     充当可能基金額                   3,554 百万円 

     特定財源見込額                     － 百万円 

     地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額    5,632 百万円 

    ③  地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

     8 百万円 

 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  263 百万円 
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② 既存の決算情報との関連性                       

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 5,754 百万円 5,615 百万円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 402 百万円 402 百万円 

繰越金に伴う差額 △ 341 百万円 － 百万円 

資金収支計算書 5,815 百万円 6,017 百万円 

地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対

し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、一部の特別会計（貯木場等維持

管理事業特別会計）の分だけ相違します。また、歳入歳出決算書は、「繰越金」を収入としていま

すが、資金収支計算書は計上しないため、その分だけ相違します。 

  ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額 

   資金収支計算書の業務活動収支       164 百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入     296 百万円 

減価償却費             △ 1,441 百万円 

    賞与等引当金（増減額）         △ 8 百万円 

    退職手当引当金（増減額）         41 百万円 

    投資損失引当金（増減額）        △ 6 百万円 

資産除売却損             △ 31 百万円 

資産売却益                4 百万円 

   純資産変動計算書の本年度差額      △ 981 百万円 

④ 一時借入金 

  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額    100 百万円 

   一時借入金に係る利子額  － 百万円 


